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1.岐阜県恵那市の紹介

・恵那市は岐阜県の南東に位置し、名古屋から1時間あまりにところに

位置する。市内には国道19号をはじめ国道257号、363号、418号など

基幹道路が通っており、関西・関東をはじめとして、豊田、浜松へのア

クセスに優れている。

・市内には約2,800の事業所があり、約23,000人が働いている。工業

団地は市内に5箇所あり、工場の集約も進んでいる。

基幹産業であるパルプ・紙・紙製品製造業は比較的歴史は新しく、産

業経済の進展に伴う紙需要の増大に対応して、板紙製造業として発

展した。



1.恵那市の現状分析



1.人口動態 ①人口推移

・人口は1985年をピークに減

少に転じ、生産年齢人口と総

人口は同じ曲線となっている。

総人口

生産年齢人口

資料：ＲＥＳＡＳ地域経済分析システム



1.人口動態 ②自然増減・社会増減の推移

・自然減、社会減の状況

については、自然減の割

合が少し高いが、人口減

少対策は自然減・社会減

ともに行う必要がある。

社会減

自然減

減少

資料：ＲＥＳＡＳ地域経済分析システム



1.人口動態 ③年齢階級別純移動数

・年齢階級別移動数で

は15歳から24歳までの

転出が多く、就学・就職

により転出する人が多

いことが分かる。就職

を機に転入する人もい

るが、トータルではマイ

ナスとなる。

15歳～24歳

資料：ＲＥＳＡＳ地域経済分析システム



1.市の人口 ④雇用情勢

・求人数は若干の増加傾向だが、求

職者は右肩下がりの状況。

・高校生の市内就職率は20％台で推

移。Ｈ28年度の充足率は求人の増に

より38％程度しかない。

資料：ハローワーク恵那業務年報



2.地域経済の状況 ①地域経済循環図

・支出での域外への流

出が大きく、域内で完

結していない状況にあ

る。

資料：ＲＥＳＡＳ地域経済分析システム



2.地域経済の状況 ②生産分析＿雇用者所得

雇用者所得では、総額では3次産業の所得が大きいが、特化係数で見ると、2次産業が大きく、2次産

業のみ全国平均を超えている。

3次産業 2次産業 1次産業

3次産業2次産業 1次産業

資料：ＲＥＳＡＳ地域経済分析システム



2.地域経済の状況 ③生産分析＿移輸出入額

・移輸出入収支額ではプ

ラスとなっているのは2

次産業のみで、3次産業

については、大きくマイ

ナスとなっている。

1次産業 2次産業 3次産業

資料：ＲＥＳＡＳ地域経済分析システム



2.地域経済の状況 ④生産分析＿生産額中分類

中分類で分析すると、生産額、付加価値額、雇用者所得で全国平均を超えているものは製造業が多く、特にパ

ルプ・紙、窯業・土石製品の割合が高い。

生産額特化係数 付加価値額特化係数 雇用者所得特化係数

パ
ル
プ
・紙

窯
業
・
土
石
製
品

パ
ル
プ
・紙

窯
業
・
土
石
製
品

パ
ル
プ
・紙

窯
業
・
土
石
製
品

資料：ＲＥＳＡＳ地域経済分析システム



2.地域経済の状況 ⑤生産分析＿移輸出入収支額

・中分類の移輸出入

収支額ではプラスな

のは製造業のみと

なる。
プラス マイナス

資料：ＲＥＳＡＳ地域経済分析システム



2.地域経済の状況 ⑥生産分析＿影響力・感応度

・影響力については、

パルプ・紙、一次金

属、電気機械が高く、

感応度はサービス、

運輸・通信が高い

パルプ・紙

一次金属

電気機械

輸送用機械

サービス

運輸・通信

※影響力→当該産業の新たな需要が市内の全産業に
与える影響の強さを示す

※感応度→全産業の新たな需要により当該産業が受
ける影響の強さを示す

資料：ＲＥＳＡＳ地域経済分析システム



3.恵那市の現状

①人口 人口は今後減少し、比例して生産年齢人口の減少も進む。産業分野で人手不足の状態とな

ることが想定される。

②地域経済 地域経済循環率は82.9％となり、域内で経済が循環していない。小規模市では市民生

活が域内で完結しない場合が多いため、このような状態となる。域外への流出を抑える

ことで数字の改善を図る余地はある。

③産業 生産では第3次産業が大きいが、特化係数でみると全国平均を下回り、第2次産業の係数が

高い。特に紙・パルプ、窯業・土石製品製造業の特化係数が高い。影響度については紙・パ

ルプ、一次金属が高い。恵那市は製造業が引っ張っていることが言える。



4.恵那市の産業構造の把握＿事業所数 大分類

事業数では生産額の上位である第3次産業が多いが、全国、県比較では比率的には平均程度となる。製造

業は県平均を下回るが、全国平均よりも大きいことが分かる。

宿泊業・飲食サービス業
生活関連サービス業
・娯楽業

医療・福祉

サービス業

資料：ＲＥＳＡＳ地域経済分析システム



4.恵那市の産業構造の把握＿従業員数 大分類

従業員数では製造業の比率が高く、全国、県よりも大きいことが分かる。

宿泊業・飲食サービス業

医療・福祉

建設業

サービス業

資料：ＲＥＳＡＳ地域経済分析システム



4.恵那市の産業構造の把握＿売上高・付加価値額 大分類

売上高及び付加価値額においても、製造業の比率が高く、全国・県より高い。製造業が当市の基幹産業だと

いうことが分かる。

医療・福祉

宿泊業・飲食サービス業

生活関連サービス業
・娯楽業 医療・福祉

サービス業

宿泊業・飲食サービス業

資料：ＲＥＳＡＳ地域経済分析システム



4.製造業の特徴把握＿売上高 企業単位
売上高 従業者数 付加価値額

パルプ・紙 プラスチック 窯業・土石 食料品

製造業のうち、パルプ・紙、プラスチック、窯業・土石、食料品製造業が、売上高・従業者数・付加価値

額でも全国・県を上回り、恵那市の特徴のある企業であることが言える。

プラスチック

パルプ・紙
窯業・土石 輸送用機械器具

食料品
プラスチック 窯業・土石 パルプ・紙

食料品 輸送用機械器具

資料：ＲＥＳＡＳ地域経済分析システム



4.製造業の特徴把握＿稼ぐ力 特化係数

・付加価値額、従業者数で

パルプ・紙、窯業・土石製

品、プラスチック製造業等

が全国平均を大きく超える。

・木材・木製品以外の労働

生産性は全国基準を下回

る。

資料：ＲＥＳＡＳ地域経済分析システム



4.製造業の特徴把握＿パルプ・紙・紙加工品製造業

付加価値額 労働生産性

・付加価値額については県内2位で全国でも50位に位置づけている。

・労働生産性について順位が下がり、低い状況となる。

資料：ＲＥＳＡＳ地域経済分析システム



4.製造業の特徴把握＿窯業・土石製品製造業

付加価値額 労働生産性

・付加価値額は県では中間、国では上位に位置するが、労働生産性について、

全国平均を下回り、低い状況となる。

資料：ＲＥＳＡＳ地域経済分析システム



4.製造業の特徴把握＿プラスチック製品製造業

付加価値額 労働生産性

・付加価値額は県、国では上位に位置するが、労働生産性について、

全国平均を下回り、低い状況となる。

資料：ＲＥＳＡＳ地域経済分析システム



4.製造業の特徴把握＿中分類上位5位の従業者数推移

・窯業・土石は右肩下がりで

推移し、プラスチック、輸送

用機械については従業者数

が伸びている。新たな企業

の立地が要因と考えられる。

資料：ＲＥＳＡＳ地域経済分析システム



5.地域産業の特徴の整理

・大分類で見た事業所数では、県及び全国平均と比較すると大きな特徴はないが、従業員数を見ると製造業に従事する人の割合が全国平均

を大きく上回る。

・売上高、付加価値額では製造業の比率が高く、全国平均を上回り、恵那市の主要産業といえる。

・主要産業である製造業のうち、パルプ・紙、プラスチック、窯業・土石、食料品製造業が、売上高・従業者数・付加価値額でも全国・県を上回り

恵那市の特徴のある産業であることが言える。

・パルプ・紙、プラスチック、窯業・土石は付加価値額は県、全国順位でも上位であるが、労働生産性が低く、改善の余地がある。

・輸送用機械製造業は本社が市外にある企業が多いため、付加価値額が低くなっている可能性がある。雇用の面では、雇用者数が伸びてい

る。

・恵那市の全産業において労働生産性の低さが目立つ。



2.恵那市の産業の課題



1.注力テーマの設定

◎全産業において、労働生産性を改善する施策を検討。

◎人口減少による労働力不足の解消

【テーマ選定理由】

・労働生産性の低さについては市全産業の課題。

・恵那市の特徴のある産業である『パルプ・紙・紙加工品製造業』『窯業・土石製品製造業』『プラスチック製品製造業』の付

加価値額は4.0を超えており、県及全国順位でも比較的上位にあり、競争優位であると考えられるが、一方で労働生産性

については平均以下の低い水準となっている。

・付加価値の向上や業務効率化により労働生産性を改善することで、更に強みがある産業に成長させる。

・業務効率化を進めることにより、人口減少に伴う人手不足の解消を図る。



2.課題の整理

〇恵那市全ての産業で労働生産性の向上。
労働生産性とは

・労働生産性＝付加価値額÷従業員数 ・付加価値額＝企業利益+従業員所得

・企業利益＝企業数×1企業当りの利益

○人口減少に伴う労働力不足及び優秀な人材の確保。

○域外への支出を抑え地域循環率の向上。地産・外商の推進。


